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　ご紹介をいただきました尾身幸次でございます。今
日は新潟経営大学にお招きをいただきまして、産学連
携や地域活性化の話をさせていただくということで大
変ありがたいと思っております。
　私は群馬県の出身でありますけれども、私の祖父が、
十日町の鉢というところの出身でして、私の「尾身」
と書く名字はその鉢しかない。日本中でここしかあり
ません。したがって私と同じ名字の方は、新潟県にルー
ツがあるわけでございます。十日町の方には時々お伺
いしておりますが、加茂市にお伺いして、また三条で
こうやってお話しをさせていただくのは初めてでござ
いまして、大変感謝にたえません。
　今日は産学連携と地域活性化というテーマで話をさ
せていただきます。日本という国は戦後、廃虚から立
ちあがったときに、まだまだいわゆる近代産業が育っ
ていませんでした。当時、競争力があったのは繊維産
業ぐらいでありました。チープレイバ （ー安い人件費）
をベースとした国際競争力でした。また、自動車にし
てもテレビにしても、外国からの技術導入をして、そ
れを製品化しました。そして、品物をさらに改良して、
結果的に外国と競争できるようなものを作り上げたわ
けであります。ですから元を正すと、戦後の廃虚から
立ち上がった我が国はキャッチアップの時代をずっと
過ごしてまいりました。そしてどんどん発展をして、
自動車産業等が、世界一になり、今IT関係も、韓国
や中国に追い上げられていますけれども、トップクラ
スに躍り出ているわけであります。そういう中で、日
本という国が、経済および科学技術の面でキャッチ
アップの時代からフロントランナーの時代に入ってき
た。つまり、マラソンでいえばびりからスタートした
日本が、一人抜き二人抜きしてまさにトップ、４・５人
の集団の中に入ってきたというのが実状であります。
　そういう状況の中で日本が自前の科学技術を発展さ
せていかなければならない時代に入ってきたわけであ
ります。
　時あたかも大きな世界の流れは、いわゆる大量生産
とか製品の規格化の時代から、ニッチがあったり、あ
るいは個別の差別化したブランド商品が幅を引かせた
りする時代へ、また非常に画一的な製品を中心とした
時代から多様性が求められるような時代へ、という方
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向性が見られます。そして、中央集権から地方分権と
グローバリゼーションの時代にもなってきた。さらに
「モノ」から、「知恵」とか「人」を重視する時代になっ
てきた。だからといって、私は、「モノ」の分野、つ
まり、ものづくりの面が大事でないと思うわけではあ
りません。あとで申しあげますけれども、この面で日
本がこれからもトップランナーとしての地位を維持し
続けなければならない。しかし、全部を日本で作るこ
とはできない。特徴を生かして、最適の資源配分をし
て最適の製品を作る。もっとも競争力ある製品を作る。
そういう時代に入ってきたというふうに思います。そ
ういう時代になって世界的にいろんな動きが出てまい
りましたけれども、やはり科学技術・イノベーション
を軸として、各国とも競争していくという機運が非常
に高まったわけであります。
　「知の大競争」の時代というふうにも言われていま
す。例えばアメリカでも、IBMのパルミザーノ・レポー
トが出ました。パルミザーノさんというIBMのCEO
が中心になって作成された、アメリカの競争力をどう
やって強くしたらいいかということについての有名な
レポートです。そのレポートをもとにして、競争力強
化法案が出されて、科学技術の予算を増やしたり教育
を強化したりして人材を育てるということに国をあげ
て力を入れ始めました。ヨーロッパの国々も「新リス
ボン戦略」というようなことで、やはりイノベーショ
ンを中心にやっていこうという動きになり、中国も、
「国家中長期科学技術開発発展計画」を作って、そう
いう方面に力を入れ始めてみた。先日の中国共産党の
大会でも、科学技術によって発展をしようという大き
な方向が打ち出されておりました。科学技術でやって
いくというのは、日本のみならず、世界全体の動向で
あります。
　日本は、1995年に科学技術基本法ができました。こ
れは、実は私が中心でやったのでありますが、当時、
細川政権の時代で、自民党が野党になったときに、私
が当時の橋本政調会長に頼まれて科学技術部会長をや
りました。そのときに、自民党が野党になったから、
いろんな法律を議員立法でやろうじゃないかという話
になりました。科学技術基本法は昭和43年に一遍国会
に政府から出したのですけれども、当時の社会党を中
心とする野党の反対で成立しなかった。その法律を復
活させようと思ったわけです。資源が乏しくて国土の
狭い日本は科学技術で国を建てていく以外にない。頭
脳で勝負する以外にないということで、この法律を作
るべきでした。その検討に入ってから、２年かかった
のですが、1995年に成立したときは、国会満場一致で
賛成、共産党まで賛成してできたのでありますが、大
変苦労いたしました。特に当時の大蔵省との折衝で、
科学技術にもっとお金を使うための基本法、科学技術
が大変大事だという国民のコンセンサスに基づいた、
国家全体としての方向づけをする法律、いわゆる基本
法というものが当時あまりなかったからです。こうし
たなかで、基本法の走りになっただけに、当時の大蔵
省から、そういうことによって科学技術の予算をぶん
どるのはけしからんと言われ、ものすごい抵抗があり
ましたが、ようやく成立いたしました。これができて
から実はもう、14年ちょっとでありますけれども、日
本全体の科学技術政策についての基本的な考え方、科
学技術によって国を興していこうという考え方が、政
治面でも国民全体の間でも、コンセンサスになりまし
て、非常に進んでまいりました。
　（科学技術）基本法に基づく五カ年計画（科学技術
基本計画）というのがあります。第１期五カ年計画と
第２期五カ年計画が終わって、今第３期五カ年計画に
入っているところであります。第１期五カ年計画の一
番重要なポイントは、17兆円の予算を組み、科学技術
研究開発費の国としての見通しを立てたというところ
にあります。この数字を決めるときにも実はものすご
く抵抗がありましたけれども、絶対通すという事で17
兆円を決めて、その５年が終わって第２期には24兆円
という目標数値を決めました。第１期は17兆６千億を
達成し、第２期は21兆までしか行きませんでしたが、
とにかく国としてこれだけのお金を目標として使っ
て、科学技術を振興しようというコンセンサスができ
ました。そして、第２期の基本計画では、ライフサイ
エンス、情報、環境、ナノテク・材料と、４つの重点
分野を決めてそこにお金をできるだけ投入しようとこ
ういうことになりました。第３期五カ年計画は、去年
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の６月から始まりました。これが３つめでいろんな目
標がありますけれども、エネルギー、ものづくり、社
会基盤、フロンティアという４つの重点分野の追加を
したことは大事です。その中にものづくりがはいって
いるわけであります。目標数値も５年間で25兆円に決
めました。大きな方向付けを出しているところであり
ます（ボックス１，２）。
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　この第３期５カ年計画の初めから、イノベーション
というのが世界的な潮流になりました。科学技術とい
うのは、どちらかというと、イメージとして基礎研究
重視型の考え方がありましたけれども、イノベーショ
ンというのは科学技術の発展に伴って社会経済全体を
変えていく、そのシステムの改革をもたらしていくこ
とによって、生活とか経済を大きく発展させていくと
いう考え方を前提としています。イノベーションは日
本、そして世界全体が科学技術と社会の関係を調和さ
せながら進めていくべきであるという考え方に基づい
て、特に安倍政権の最初から進める事になったわけで
あります。
　先ほどの話に戻りますが、日本はキャッチアップの
時代からフロントランナーの時代に入ってきた。今ま
では企業が独自で外国から技術導入をして研究開発を
進めてきた。しかしこれからは外国から導入すべき技
術はない。日本が自ら道を開いていかなければならな
いわけであります。日本が自ら道を開いていくときに、
企業が自分だけで研究開発をしていてもなかなか最先
端のものに行き当たらない。従ってこれからは大学の
頭脳を使って、その頭脳を産業化するという方向で考
えていかなくてはならない。それが産学官の連携とい
う考え方であります。ですから、大学が象牙の塔のま
ま企業が自前主義の技術開発や外国からの技術導入を
している体質から脱却して、産学の連携を進めること
は不可欠です。私が６年前に科学技術の担当大臣をし
ていた時に、産学官連携を打ち出すという事で、私と
当時の経団連会長の今井さんと、当時の学術会議会長
の吉川先生と３人で相談をして、2000年11月に産学官
連携サミットというのを開催しました。経済界のトッ
プ－社長か会長、大学の総長とか学長、それから行政
のトップ―大臣、局長が集まって、この三者のトラ
イアングルで連携をしながら新しいシーズをニーズに
合わせる形でやっていくことといたしました。2001年
11月に第１回産学連携サミットをやって、1,000人く
らいの方に集まっていただきました。今年11月は６回
目になります。それに、実際研究をしたり開発をした
りしている人―中小企業を含めた企業の方々や、大
学の方々、そして行政の方々に集まっていただいて、
産学連携推進会議を作りました。実務者レベルでの会
議です。京都の国際会議場で５回開催して、今度６回
目になります。平成20年は６月14日と15日にやります。
前回、日本中から4000人集まりました。新潟からもお
越しいただいたと思いますが、情報交換をしながら、
ネットワークを深めたり広げたりしていこうという会
議でありました。この京都の会議は土曜日曜にやりま
すので、ぜひ今日お越しの皆様にもご参加いただきた
いというふうに考えているわけでございます。
　次に、大学が変わったという点であります。産学連
携の共同研究が活発化したり、特許の出願件数が増え
たりしています。また、いわゆる大学発ベンチャーも、
最初は1000社を目標としていたが、結果として1590社
に増えてきたわけです。大学と企業の間の関係が非常
に深まりました。実をいうと2001年ごろまでは、大学
の先生と会社の幹部が一緒に食事をするなんていうこ
とはほとんどなかったのですが、今はいろんなシンポ
ジウムをやった後、パーティーで交流をすることが盛
んになっています。この６・７年の間に日本は産学官
連携、チームワークの基盤がものすごく強くなったと
思っております。
　小泉政権の時の５年間というのは実は中央から地方
へ、それから民でできることは民間へという大きな流
れでありましたけれども、ある意味で言うと、経済合
理主義を貫いたために、強いところを伸ばすというと
ころに主眼が置かれて、弱いところを支えていくとい
う考え方があまり出ていなかったように思います。安
倍政権の時もそうでした。そういう中で今度の福田政
権の大きな課題は、少し古くて新しい課題なのですけ
れども、地域活性化にさらに力を入れて、日本の国全
体のバランスが取れた発展を実現していくことにあり
ます（ボックス３）。その考え方は非常に強く出てき
たわけです。
　日本の中で突出している大学と企業の科学技術協力
が進んでいる知的クラスターは全国に13地域にありま
す。申し込んで選ばれ指定されたものです。そこを重
点にしてやっていこうということであります。文部科
学省がサポートしています。これには新潟は入ってお
りません。
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　その次に、都市エリア産学官連携促進事業がありま
して、新潟県の長岡が入っております。そこで新しい
マグネシウムの合金の素材開発と加工技術を中心とし
た事業展開をしようということで、国としてこの地域
のてこ入れをしているわけであります。後で申し上げ
ますが、我々から見ると、長岡といっても、長岡、燕
三条・加茂、新潟という、この３地域は全体としての
大くくりの中で連携と協力をしていただきたいなとい
うふうに考えております。大きなテーマとして皆様に
考えていただければと思います。
　次に移りますが、経済産業省の方は地域を大くくり
にして、むしろ産業サイドからクラスターを進めてい
ます。知的クラスターと産業クラスターは車の両輪み
たいなものでありまして、連携をしております。
　地域クラスター政策の府庁間連携ということで、総
合科学技術会議を中心として文部科学省と経済産業省
が協力をしながら、産業と大学の間の協力関係を政治
面からあるいは経済政策の面から支援しているわけで
あります。今日、私と一緒に文部科学省の産業連携課
長の田口さんにお出でいただきました。経済産業省の
方には彼のカウンターパートで、大学連携課長という
のがあるのです。経済産業省は大学連携課長で、文部
科学省の方は産業連携課長で、相互乗り入れをして、
この２人の課長が大学側と企業側との情報交換を推進
するために協力をしながら、産学官連携を進めている
という体制ができているわけです。昔のように役所の
縄張り争いであっちだこっちだと言っている時代が終
わり、官僚システムそのものも積極的に協力してやっ
ていこうという、大きな風潮が出てきていると思って
おります。あとで、田口課長から私の話を補足してや
や詳しい話もしていただくつもりでいるわけでありま
すけれども、例えば長岡の技術科学大学についても、
ものづくりと新マグネシウム合金の実用化技術と普及
というようなことに対して支援をしております。各地
域で特徴を生かして進めていくということが大変大事
なことになってきているわけであります。
日本はアメリカと比べますと、発明の届出件数とか特
許出願件数や、大学発ベンチャーの数等においても、
まだまだ遅れているわけでありまして、大学の改革も
進めながら産業のほうの頭の切り替えも進めていく
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必要があると考えております。しかし全体としては、
産学官連携というのはものすごく大きな発展を遂げ、
徐々に実施段階に入ってきている。もう６年前とは様
変わり的に政策の内容も実体も変わってきているわけ
であります。
　対応すべき課題の具体例を挙げます。例えば、大学
発ベンチャー等で研究開発の成果を実用・事業化する
ときにいろんな問題が出る。最初に新しいアイディア
とか、新しい発明・発見がなされる。その次にプロト
タイプという試験的な試作品を作る。試作品を作って、
その開発をしながらマーケットに投入をして、事業化
を目指すときに、いわゆる「死の谷」に入る。実はこ
こに大きな問題がある。研究開発をして机の上ではも
のができていても、本当に使えるようなものになって
いるかどうかという技術的な検証をしなければならな
い。それから同じ品物であっても、同じ種類のもので
もっと使い勝手が良いものが現に売られているかもし
れない。それから販売の問題もさることながら同時に、
試作品を作ってそれをマーケットで売るときのマーケ
ティングがうまくいくかどうか、経営戦略としてきち
んとやれているかどうかという問題が出てきます。例
えば、大学の教授・研究者などは、自分の発明とか
発見などが大変に優れていると思いがちであります。
マーケットに持っていったらちっとも売れないような
ものでも、自分で考えたシーズは絶対いいのだと言い
ます。ニーズをあまり考えないで、シーズの方を考え
てこれは絶対売れるはずだというふうに思いがちなの
であります。
　しかし、そこから先が新潟経営大学の出番だと思っ
ておりますけれども、本当に製品開発をしてマーケ
ティングをして資金をつけてものを作って売ること、
そしてそれをビジネスとして成功させることは実は、
いわゆる科学技術系の大学の先生だけではできない。
まさにベンチャービジネスとしての感覚と力が必要に
なって参ります。日本でまだベンチャーが必ずしも育
たないのは、シーズの方の開発ができても、ニーズを
しっかり把握した上での本当のビジネスにならないこ
とがよくあるからです。それがいわゆる俗にいう「死
の谷」と言っておりまして、その「死の谷」の中に落
ちてしまって浮かび上がれなくなる発明と発見も多
い。ですからこれからのベンチャーを起こす時には、
さっき言った、頭脳で考えて机の上で研究したその成
果を、本当に実用化し、そしてビジネスに持ち込むよ
うな体制を作る必要がある。そこで例えば、人間的な
ネットワークの問題、資金調達の問題とか、あるいは
人材の育成、知的財産とか―そういう問題を、しっ
かりと考えながらやっていかなければならないわけで
あります。そういう段階になると、単なる大学におけ
る研究室の研究だけではなしに、金融の面とかマーケ
ティングとか、あるいはそこにおける地方自治体の支
援とか、そういうものが極めて大事になって参ります。
その段階で結果はビジネスとして成り立つような体制
ができるかどうかということにかかってくるというふ
うに考えております。
　今まで我々はどうも地域の活性化ということにも
じゅうぶん力を入れなかったのではないかという反省
がありまして、安倍政権になってから、地域活性化を
いろいろな視点から考えるようになりました。例えば、
がんばる地方の応援プログラムなどでやっていたわけ
でありますけれども、今度は地域活性化を一層大きな
流れにしていこうということで、地域活性化統合本部
を内閣に作りました。また、我が自民党にも地域活性
化委員会を作って、どうやったら地域活性化ができる
か、各地方が独自の経済力・技術力、あるいは文化を
もって、どうやって発展できるかということを、我々
も中央で考えながら地域の皆さんにも考えていただ
く。そういう大きな流れが出てきているわけでありま
す。
　10年くらい前までは、地域の活性化というのは、景
気がどん底にありましたから、公共事業をどんどん
やって、道路を作ったり、橋をかけたり、土地改良を
やったりしながら進めようとしました。公共事業でお
金を地方に流して地域の活性化をやっていくという大
きな流れがありました。しかしその結果として、地域
活性化そのものも必ずしもうまくいきませんでした
し、むしろ公共事業に頼っている地域経済、公共事業
依存型の地域経済を作り上げたのです。また、財政赤
字も巨額なものとなってしまいました。そのことの反
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省の上にたって、今度は地域独自で、地域からの盛り
上がり的な考え方で、地域の発展を実現していこうと
いう動きになっています。
　そうなると、一つの軸が産学連携になります。公共
事業依存型の地域経済発展から科学技術駆動型の地域
発展という方向に行く。いや、行かせる。これは、本
当のエネルギーが各地域から出てくることを前提とし
ています。我々もできるだけこれについて支援をして
いくという考え方に立って、いろんな手をうっていく。
今、我が自民党の本部でも、そういう点で非常に勉強
しておりまして、来年から今まで以上に充実した政策
を打ち出していこうというふうに考えているわけでご
ざいます。
　私自身も、国際競争力調査会というのがあって、そ
の調査会の会長になりました。国際競争力調査会とい
うのは、アメリカのパルミザーノ・レポートとか中国
の国家科学技術発展計画を作るとか、そういう競争力
を強化する世界的な流れの中で、日本の産業・社会・
経済全般にわたって、国家としての競争力を強くして
いく戦略を打ち出すものです。そのことを目指してい
くわけであります。そのために、たとえば道路網や空
港など、インフラ整備も必要でありますし、流通の改
革も欠かせません。もちろんものづくりの面も重要で
あります。こういった方向を出しながら、今検討して
おります。大きな方向の一つは、先ほども言いました
科学技術駆動型の地域発展です。地域経済社会の活性
化を新しい頭脳で勝負する科学技術の研究開発を実現
していこうという考え方であります。
　その時に、一番気を付けなければいけないというか、
考えておかなければいけないことは、グローバル競争
であります。地域活性化といっても、その地域の競争
力を日本国内だけではなく、世界全体の中での競争力
として考えていかなければいけない。つまり、加茂市
とか燕三条でできた製品は、世界に通用するものでな
ければならない。その研究開発の成果も世界に通用す
るものでなければならないということであります。そ
ういう視野で産業を育成していかなければならないと
思っております。
　ですから、我々からみると新潟も長岡もこの地域も、
ある意味でいうと一体化しております。今日、ツバ
メックスとスノーピークという会社にお伺いをしまし
た。両方とも世界に通用する企業であります。このよ
うな、世界に通用する企業がグローバル展開をしてい
くことが求められます。そういう中で、新潟経営大学
にもその大きな流れに乗っていただきたいと思ってお
ります。この加茂・燕・三条地域は、世界展開ができ
る企業があり、基盤があるというふうに考えているわ
けでございます。ですから、いろんな意味で工夫をし
ながら、この地域の活性化、あるいは競争力強化を進
めて、グローバルな経済社会の中での大きな役割を果
たしていただきたいとお願いする次第でございます。
私の話はこれで終わりにさせていただきます。ありが
とうございました。
活性化ジャーナル14号.indd   8 08.3.27   2:50:27 PM
－　－8 －　－9
㈱スノーピーク（上）、㈱ツバメックス（下）の視察
活性化ジャーナル14号.indd   9 08.3.27   2:50:30 PM
